
裁 決

２ ２総総法審第４４９号

審 査 請 求一人

麹町ハイツ７０３号麹町法律事務所
'上記代理人弁護士　市川　 和明

処 分 庁　 武蔵村山市福祉事務所長

審査請求人が.平成２２年１０月１５日に提起した保護廃止決定に係る

審査請求.に゙ついて、次のとおり裁決する．　　　　　　二

主 ぶ 文

処分庁｡が審査請求人（以下「請求人」というＯ⊃ に対し平成２２年８

月２５日付けでした保く護廃止決定を取･り消す。

理 由

第１　審査請求の趣旨　　　 ▽　　 ＼
本件審査請求の趣1旨は、処分庁が輦求人に対し平成２２年８月２

５日輊けで行った、保護廃止決定（以下､「本件処分」という。〕 に

ついて、その取消しを求めるというものである。
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第２　経緯（保護開始決定通知書、ヶ－ス屬録、本件処分
１ 平成２２年２月２２日、処分庁は、請求人に対し、

下「法」どいう。）による保護を開始した√　　･。

２　・処分庁 は、 不動 産業者 から、請ﾌ求人宅（
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続が完了し た旨情報を得た 上で、平成２２年８月2･･ O 日、

請求人宅 を訪問し、請求人 の不在と、玄関に、落札者 に よ

る と思.われる大きな南京錠が取り付けら･れてい るこ とを確

認した．
平成２ ２年８月２５日、 処分庁は、二同月１ 日付けで、 失

そ う 一所 在不明‘により保護 を廃止するこ とを決定し、 本件

処.分通知書を請求人宅あて に普通郵便で 送付したＯ

平成 ２ ２年9. 月;3 日、処 分庁 は、武蔵村山 市福祉事務所T

（ヽ 以下「福 祉事務所」　とい う６ ）に来所した請求人 に対､し
て、が 件処分を口頭･で告知した．　　　　　　　･．

第３　当庁の判断
１ 法 に よ れ ば 、’ 保 護 の 実 施 機 関 は 、 被 保 護 者 が 保 護 を 必 要 と し な く

な っ た ど き は 、 す み や か に 、 保 護 の 停 止 又 は 廃 止 を 決 定 し 、 書 面 を

慟　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ■　　　　　　　　　　　 ・
も っ て 、 こ れ を 被 保 護 者 こに! 通 知 し な け れ ば な ら な い と さ れ て い る （ 法

２ ６ 条 ） 。 こ の よ う に 法 が 書 面 に よ る 通 知 を 必 要 と し た 趣 旨 は 、 保

護 廃 止 が 被 保 護 者 の 権 利 利 益 に 重 大 な 影 響 を 与 え る 処 分 で あ る こ と

か ら
、 処 分 の 存 在 及 び 内 容 の 明 確 性 を 担 保 す る と と も に 、 被 保 護 者

に 処 分 の 存 在 及 び 内 容 を 正 確 に 知 ら し め 、 不 服 申 立 て の 機 会 を 付 与

す る 点 に あ る と 解 さ れ 、 書 面 に よ る 処 分 の 通 知 は 被 保 護 者 の 利 益 保
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め 亅ｌ 要 な 手 続 で あ る と い え る 。 そ う で あ れ ば 、 書 面 に よ る 通

知 は 、 処 分 後 速 や か に 、 で き る 限 り 確 実 に 行 わ れ な け れ ば な ら ず 、
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実施機関は通知書交付のた･め相当と認め･られる方策を尽くす必要が

あると解すべきである（保護停止処分について同旨。福岡地方裁判

所平成２１年３月１７日判決（判例タイムズ12  9 9 号１４７頁）

参照）。 パ。・。　　　　　　　・・

２　これを本件に｡ついてみると、本件処分は、請求人の「失そう・所

在不明」を理由になされているところ、処分庁は、本件1処分通知書

を、既に請求人が転出したと認めた請求人宅あてに、普通郵便で送

付したまま（第2 ・ 2,及び３）何ら、送達の確認を行っておらず、

また、その後、請求人が福祉事務所に来所した際にも、本件処分通

知書が未送達であるととを確認しえたにもかかわらず、口頭による

告知のみで、当該通知書の交付をしないまま、請求人に係る保護を

二廃止した ＼（第２・４）ことが認められる。　　　　　　　　　ご

そうすると、請求人に対し、速やかに書面により本件処分が通知

されたとはいえず、処分庁は、､本件処分通知書交付のため相当と認

められる方策を尽ぐしたと認めることは困難であり、本件処分は、

法２６条に規定する書面による通知を欠いた、瑕疵あるものといわ

ざるを得ない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　二

したがって、法12 6,条に規定する書面による通知を欠いた本件処

分は、その余の点について判断するまでもなく、違法又は不当な処

分として取消しを免れない。

第４　結論　　　　　十
以上のとおり、本件審査請求は理由があるかも、行政不服審査法
４０条３項の規定を適用して、､主文のとおり裁決する。

平成２３年２月140

審査庁　 東京都知事　 石原慎太
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